
想定問答



競合との差別化
PIAZZAのような地域コミュニティアプリや、⾃治体の公式ラインではダメなの？

地域コミュニティアプリ

・⼀般ユーザーに新規アプリを習慣的に使ってもらうのは⾄難の技⾃治体の公式ライン

・お堅い⼀⽅的な配信は、誰も⾒ない

本質的な課題は、Googleで検索しても出てこないことなので、

検索の受け⽫となるように、既存のMAUが多いプラットフォームにコンテンツを作る必要がある



寄付について
寄付⾦募集要項
募集⽬的 journal 3.0の取材・記事作成費

１年間

募集⽬標 1,000万円 １年間の運営費⽤

SEOディレクション費⽤ ３０万円/⽉

ライター外注費⽤ 10万円 10記事/⽉

取材費⽤ ５万円/⽉

募集期間 2023年8⽉末まで

募集対象 当法⼈が構想するプラットフォームの

趣旨にご賛同くださる⽅

寄付の種類

個⼈としてお申し込みいただく場合

１直接寄付 ２ふるさと納税（個⼈版）

企業・団体としてお申し込みいただく場合

１直接寄付 ２ふるさと納税（企業版）



競合優位性・差別化要素
競合や代替サービスはどのようなものがあるか。また、それと⽐べた優位性、集客⼒の違い

・⾃治体のLINEアカウント より⾯⽩い

⾏政の情報だけではなく、地域の飲⾷店や中⼩企業の情報も発信したい。
⾃治体の情報を⼀⽅的に発信していては、従来の市政たよりのように、⾒てもらえない媒体になることが
予想される。

飲⾷店の新店舗情報、地域のイベント情報、地域の企業の新しい情報などの⾯⽩い情報発信に
合わせて、求⼈や⾏政の補助⾦や⽀援制度の情報発信を⾏うことで、ストレスなく閲覧してもらえる。



競合優位性・差別化要素
競合や代替サービスはどのようなものがあるか。また、それと⽐べた優位性、集客⼒の違い

・従来のデジタル地域通貨 より使いたくなる

地域通貨は利⽤可能な場所と期間が限定されていて、不便さを強いるもの。
その不便さを補ってでも使いたいと思わせるだけの理由、動機付けが必要。
いつも利⽤する⼤⼿スーパーで使われてしまっている。

情報発信プラットフォームとして、「地元のコミュニティを応援したい」
「顔が⾒える関係を⼤切にしたい」といった「ストーリー」を楽しめる。



競合優位性・差別化要素
競合や代替サービスはどのようなものがあるか。また、それと⽐べた優位性、集客⼒の違い

・PIAZZA

情報の受け⽫がないのが問題
アプリ内の情報は検索してもヒットしない

新しいアプリを⼊れても、習慣的に閲覧するユーザーを確保するのは困難



競合優位性・差別化要素
・⾃社の視点で、⾃社の強みは何か

デザイン、⾒せ⽅が強み
これまでWEBデザインやロゴデザインの仕事をしてきて、⾒せ⽅を⼯夫してきた
SEOやLPO、広告を中⼼にWEB集客のノウハウがある

・⾃分の意志と熱量

地⽅の情報発信の課題を解決したいというのはド定番テーマ
しかし、解決できていないということは、とても難易度が⾼く、問題の根源が複雑であるということ

新しいことをするということは、実験をしなければいけない
⾃分にはそれと最後まで向き合う覚悟がある



将来構想
・このサービスはWEB3.0を⾒据えています

仮想通貨、NFT、DAOなどを将来的に取り⼊れられる仕組み作りを意識する

⼤きなブームが乗るために準備できる最後の時



裏テーマ
Journal3.0によって、地⽅の中⼩企業、⾃治体は
⻑年悩んできた情報発信における課題を解決することができる

その地に愛着のある
・⽇頃から地域の情報発信をしている⼈
・⼦育てをしていて、限られた時間しか働けない⼈
・副業をしたい⼈

全国の⼈⼝１０万⼈規模の市町村の
⾒本になる仕組みを作る



地⽅の問題点 中⼩企業
マネジメント層の⼈材が全く集まらないという話をよく聞いた
→キャリアを積んで、そろそろ地元に帰ろうと考えている3,40代は少なくない

・検索をしても出てこない会社を⾒つけようがない
・HPがあっても20年前ままで、情報が古く求⼈応募をする気にならない
・看板代わりのHPであり、効果的に求⼈のPRができていない

コロナや震災を危惧して東京への就職を避けたいと思ったり、
地元で働きたいと考えている⼈たちは、知り合い、親、学校から会社を
紹介してもらうしか選択肢がない



地⽅の問題点 地⽅⾃治体

⾃然災害の後、補助制度が⼀週間公表された
しかし、市⺠からは「何もやってくれない！」との声

伝わってないのは、無いのと同じ、調べないと出ない
調べれば意外とあるんだというのが多い

補助制度をつくるところまでは最速でできる
しかし、それをどう市⺠に届けるのかという場所までは⼿が回らない



地⽅の問題点 地⽅⾃治体
市政たよりと⾃治体のHPでは情報の発信をしているが、
しかし、まあ⾒られていない

・市政たより（⼤崎市の場合）年間約２億5,000万円の費⽤がかかっている
毎⽉5.4万部 年間65万部

70歳くらい区⻑さん、363⼈が200〜400世帯配っている

インターネットによる情報発信で経費と労⼒を削減する余地がある



地⽅の問題点 地⽅⾃治体

そもそも地⽅の市町村に、ネット⾒てない⼈の⽅が多くない？という疑問に対して

５０代までは普通にネット使う。4,５０代は⼈⼝が多い

⼤崎市は⼈⼝12万⼈のうち、20歳から59歳までの⼈は約６万⼈いる

⼤切なのは地域外の⼈へアクセスすることと、地域内の

若い層にも地域内を知ってもらうこと

世界中へ情報発信するなら、インターネットが⼀番コスパが良い


